




平成２８年２月政調金

Ｋ予算案】

平成２８年度当初予算案の概要。 。 

平成２７年度２月補正予算案の概要

王環境震林水塵部 團次

１ 
１３ 

Ｋ提出予定議案 9,予算案を除く0x】
平成２８年２月定例府議会提出予定議案9,予算案を除く0x概要。 。 。１４ 

Ｋ主要施策等説明資料】

農林水産業の活性化に向けた取組み。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 

森林保全の推進9,森林環境税0xに関する取組み。 。 。 。 ａ 
都市緑化の推進に関する取組み。 。 。 ａ 。 。 。 。 。 。 。 ａ 

平成２８年度における豊かな環境の保全及び創造に関して

講じようとする施策ａ 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 ａ 

創工ネ。省工ネのさらなる促進

0x低炭素で環境にやさしい新たなエネルギー社会を目指して0xａ 

大阪府域における気候変動の影響に対する適応策9,案0x について
0x環境農林水産分野0x。 

次期循環型社会推進計画の策定に向けた環境審議会での

検討状況についてＢ 。 。 。 ａ 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

9,地独0x 大阪府立環境農林水産総合研究所の第２期中期計画9,案0x 

における主な取組。 。 。 Ｂ・。 。 。 。 。 。 。 ａ 。 。 。 。 。 。 。 。 

１６ 
２１ 
２２ 

。 。２３ 

。

 。２５ 

。 。２６ 

２７ 

２８ 



平成２８年度一般会計当初予算要求状況主要事業概要9,環境農林水産部0x

9,単位81干円0x 

予 算 額  

２ ７ 年 度 当 初  １２,５７９,８７２  

・Ｈ２７当初 １２3,５７９3,８７２ 
２ ８ 年 度 当 初  １６,０８６,６５５  ・Ｈ２８当初 １６3,０８２3,７２４ 十知事復活３3,９３１ 

前 年 度 比  １２７3,８８0x  

 上段81平成２８年度財務部長内示額
中段81平成２８年度知事復活要求額
下段81平成２７年度当初予算額

13, 環境先進都市・大阪の実現と新たなエネルギー社会づくり

２８既内示額  

事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 9,２７当初予算額0x  
9,百万円0x  

9,１0x 新たなエネルギー社会の構築推進 
事業費  

６０１  「再生可能エネルギーの普及拡大」、「エネルギー消費の抑制」、 
「電力需要の平準化と電力供給の安定化」を３つの柱とする「おおさかエ
ネルギー地産地消推進プラン」に基づき、新たなエネルギー社会の構 
築に向け、着実に取組みを推進する。 

9,１, ４５６0x  

①おおさかスマートエネルギーセンターの運営  
府市共同設置のエネルギー施策推進拠点である同センターにおい 

て、創エネ、省エネにかかる様々な事業を展開する。 

②創エネ設備及び省エネ機器設置特別融資事業 
金融機関との連携により、 太陽光発電設備及び省エネ機器設置等に 

必要となる資金を融資する。 

③おおさかスマートエネルギー協議会の運営 
府民、民間事業者、市町村、エネルギー供給事業者等が情報を共有 

し、 共に問題解決に向けた取組みを推進する同協議会の運営を行う。 

※再生可能エネルギー等導入推進基金事業は、Ｈ２７年度で終了。 
9,Ｈ２７年度事業費８４３,８５６千円0x 

9,２0x環境保全基金事業費 
【一部新規】  

２６  大阪府環境保全基金を活用して環境保全に関する知識の普及及び 

9,９0x  
自主的な活動の推進等を図る。  

①地域環境保全事業の支援 
府域におけるローカルアジェンダ２１の推進を図るなど、地域の自主的 

な環境保全活動を支援する。 

②地球環境保全対策等 
温暖化問題の啓発のため、地球温暖化防止活動推進員の活動を支 

援し、府民環境活動の促進を図る。 

③環境活動を担う人本オ育成事業費【新規】 
・環境交流パートナーンツプ事業 

環境ＮＰ０の活動活発化等を目的に、各種交流セミナーや人本オ育成講 
座等の様々な交流の機会を提供する。 

④暮らしやすく快適な都市環境創造事業費Ｉ新規】 
・クールスポットモデル拠点推進事業 

都市部の民有地の空きスペース9,公開空地等0xを対象に、クールスポッ
トモデル拠点を公募し、緑化や遮熱塗装、ミスト発生器等、その設備等 
に要した費用の一部を補助する。 
・下水熱普及促進のための調査事業 

府域に賦存量が多い下水熱利用を促進するため、府内流域下水幹 
線の熱利用ポテンシヤルマツプを作成する。 
・地域環境活動を広げる府民共同発電補助事業 

府民等からの寄付を募り、学校や保育園等の公益的施設に太陽光パ
ネルを設置し、環境教育活動等を実施するＮＰ０等に対し、設置費用の 
一部を補助する。 



２８既内示額  

事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 9,２７当初了,算額0x  

9,百万円0x  
9,３0x地球温暖化対策推進費  温暖化防止条例に基づき、 対象事業者に対し温室効果ガス及び人工 ２  

排熱の排出抑制並びに電気の需要の平準化に関する計画的な対策指 
導を行うほか、家庭や企業における省エネルギー行動を促進する。 

また、 改正省エネ法に基づく、 本府におけるエネルギー管理を実施す 
9,２0x  

る。 

9,４0x堺第７,0３区管理事業費  １２６  産業廃棄物最終処分場9,平成１５年度末に受入れ終了0xである堺第７ 
,0３区について、周辺環境等へ影響を及ぼさないよう、 法令に則した適 
切な維持管理並びに水質等の環境調査を行う。 9,１３２0x  

9,５0x産業廃粟物処理対策費  ２４  産業廃棄物処理業及び処理施設の許可等を行うとともに、産業廃棄 
物を多量に排出する事業者等に対し、減量化や適正処理を重点的に 
指導・啓発する。 ・産業廃棄物処理指導監督費 

・産業廃棄物処理対策費  
9,２５0x  

・広域廃棄物埋立処分場対策事業費 
・生活環境影響評価事業費  

１４３  ＰＣＢ特別措置法に基づき、 府がＰＣＢ廃棄物を保有する事業者とし 
て、計画的かつ適正に処理を行う。 

9,６0xＰＣＢ廃棄物適正処理対策事業費  

9,１９５0x  

9,７0x大気污染防止規制指導費  １２７  大気汚染防止法等の法令に基づき、 固定発生源・石綿排出等作業に 
対する立入検査等の規制指導及び環境調査等を行う。 

・大気汚染防止規制指導費 
・環境常時監視費9,大気汚染常時 
監視費等0x 
・事業所指導費 
・大気汚染防止計画推進事業費  

9,１３１0x  

9,８0x水質汚濁防止規制指導費  

(810x  
水質汚濁防止法等の法令に基づき、 府内の工場等に対し、 排水関連 

の規制及び地下浸透防止等の指導及び環境調査等を行う。 
・水質汚濁防止規制指導費  
・水質汚濁防止計画推進事業費 
・環境常時監視費9,公共用水域常 
時監視費等0x  



２８既内示額  

事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 9,２７当初予算額0x  
9,百万円0x  

9,９0x 自動車公害対策費  ４８  ①自動車公害対策費9,自動車排出ガス総量削減計画の推進0x 
自動車ＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画〔第３次〕の進行管理、各種自動車環境 

対策の推進、 自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく事業者指導を行う。 9,５０0x  

②流入車対策推進事業費 
大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、 同法の排出基準に 

適合しないトラック、バス等の流入を規制するため、適合車等標章9,ス
テッカー0xの作成・交付及び指導・立入検査等を行う。 

また、効果的かつ効率的な規制手法の検討を行う。 

9,１０0x 石綿健康被害救済促進事業  ４５  アスベストによる健康被害者及びその遺族の迅速な救済を図るため、 
「石綿による健康被害の救済に関する法律」に基づき石綿健康被害救 
済基金に拠出する。 9,４７0x  

9,１１0xダイオキシン対策費  １８  ①ダイオキシン類常時監視 
「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づき大気、河川・海域9,水質・ 

底質0x、地下水及び土壤の常時監視の環境調査を実施する。 9,１９0x  

②発生源対策 
ダイオキシン類の排出抑制を図るため、 規制基準の遵守状況の確認 

や廃棄物焼却炉等の排ガス中のダイオキシン類濃度の測定の実施、適 
切な維持管理の指導等を行う。 

9,１２0x化学物質対策推進費  １２  (1)ＰＲＴＲ法9,化学物質排出把握管理促進法0xの届出経由事務等 
事業者による化学物質排出量・移動量の届出を受理し、 国へ送付を 

行う。 9,１２0x  
排出量の集計結果等の公表を通じ事業者へ化学物質の適正管理を 

促す。 

②市町村への事務移譲交付金9,特定化学物質0x 
ＰＲＴＲ法事務の移譲交付金を対象市町村に交付する。 

③条例による化学物質管理制度施行業務 
大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく事業者による 

府独自指定物質の排出量・移動量・取扱量や大規模災害に備えた環 
境リスクの低減対策等の管理計画、削減目標等の届出の受理を行う。 



事 業 名  

２８既内示都 
２８復活要求都 
9,２７当初予算額0x 

9,百万円  

摘 要 

9,１３0x微小粒子状物:質9,ＰＭ２3,５0x対策費  １１  連続測定を実施し、測定結果をホームページによる迅速な情報提供 
や高濃度が見込まれる際の注意喚起に活用する。 

9,１４0x  

9,１４0x環境管理推進費 ,0 ,0,0  ２  公害防止関連事務を執行し府域の環境改善を図る。 
①環境保全対策推進費 

公害防止関連会議への参加等により関係機関との調整を実施する。 9,４0x  

②公害紛争処理費 
公害紛争処理法に基づき、 公害審査会を運営する。 

③環境影響評価制度運営費 
環境影響評価法及び大阪府環境影響評価条例に基づく手続き、 

及び環境影響評価準備書等の審査を実施する。 

④大阪湾圏域広域処理場環境保全推進費 
大阪湾広域臨海環境整備センターに対して指導・助言を行うため、 

大阪府域環境保全協議会を運営する。 

9,１５0x 士壤・地下水汚染対策費  １  土壤汚染対策法等の法令に基づき、 土地所有者等が行う土壤汚染 
状況調査や汚染の除去等の措置に対する指導を行う。 

9,１0x  

9,１６0xみどりの基金事業費  ３  大阪府みどりの基金を活用して次の事業を行う。 
①岬町多奈川地区9,関空２期土取跡地0x公園内のビオトープにおいて、 
生きものの生育、 生息環境の向上、設備充実を図る。 
②府内の生物多様性関連施設と連携し、 生物多様性の普及啓発活動 
を実施する。 

9,３0x  

9,１７0x動物變護管理センター9,仮称0x整備 
事業費  

７１４  動物愛護の普及啓発をはじめとした動物愛護管理行政の拠点施設 
として、動物愛護管理センター9,仮称0xを整備するための工事等を行う。 

9,１９６0x  

9,１８0x動物愛護管理事業費 ,0 ,0  ９０  人と動物が共生できる社会の実現をめざし、法条例に基づき、動物の 
愛護及び適正飼養等の普及啓発とともに、動物取扱業者に対する指導 
を行う。 9,８８0x  



113,安全・安心で豊かな「食とみどり」の創造

事 業 名  

２８既内示額 
２８復活要求額 
9,２７当初予算額0x  摘 要 

9,百万円0x  
9,１0x実感できるみどりづくり事業費 

【新規】  
大阪府みどりの基金を活用して、民間事業者が、市街地中心部や駅 ３５  

前等の多くの府民の目に触れる場所で、接道部に良好な緑陰空間9,セ 
9,,00x  ミパブリック空間0xを創出する費用の一部を補助する。 

２１６  9,２0x府民の森管理運営費  府民の森の安全性、快適性を確保するため維持管理及び運営を行 
うｏ 

また、 自然・生活体験を通じて環境学習や人本オ育成などを実施する、 
府民の森ほりご園地の系１三泉わいわい村を運営する。 

9,１８９0x  

9,３0x森林整備事業費9,森林造成事業 
費0x  

１６９  林業の振興により、森林の有する多様な公益的機能を向上させるた 
め、 民有林における間伐等の森林整備に対する支援を行う。 

9,８１0x  

１２７  9,４0x 自然公園保全管理事業費  自然公園の自然環境保全、利用者の安全確保と適切な利用を図る 
ため、施設整備、改良を行う。 

生駒山系を府民に親しまれる自然資源とするため、 府民との協働等 
によりヤマザクラ等の植栽木の維持管理を行う。 

9,１１８0x  

9,５0xみどりの基金事業費  ９１  大阪府みどりの基金を活用して次の事業を行う。 
①幼稚園等の園庭の芝生化や緑地の整備など、 地域団体等が行う 

緑化活動に対して助成する。 
②自治会や民間事業者等が協働して行う緑化活動に市町村を通じ 

9,９９0x  

て、緑化苗木を配付する。 
③堺第７,0３区に共生の森を整備するため、府民、ＮＰ０、企業等 

との協働による森づくり活動を支援する。 

9,６0x建築物緑化促進事業費  ２４  府自然環境保全条例に基づく「建築物の敷地等における緑化を促進 
する制度」の審査等事務の市町村移譲に伴い、 それに要する経費を 
市町村に交付する。 9,２３0x  

また、 緑化による府内の都市環境改善や魅力向上のモデルとなる 
優れた取組みの顕彰を行う。 

9,７0x自然環境保全推進費  ２０  緑の募金の運営及び府内の自然環境保全活動を実施する、公益財 
団法人大阪みどりのトラスト協会に必要経費の一部を助成する。 

また、府自然環境保全条例に基づき、自然環境保全指導員を配置 
し、白然環境の保全等の状況把握及び保全のために必要な指導を行 

9,２０0x  

うｏ 



２８既内示額  

事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 9,２７当初予算額0x  
9,百万円0x  

9,８0x企業・府民とつくるグリーンストリート
支援事業費  

大阪府みどりの基金を活用して「みどりの風促進区域」において、地域 
住民が民有地の沿道部で行う緑化に必要な苗木、土壤等の資材を提 

２０  

9,２０0x  供する。 

１８  9,９0x森林整備地域活動支援事業  林業事業体が、森林施業の集約化・低コスト化のために作成する森林 
経営計画の策定が促進されるよう、 地域の取組への支援を行う。 

9,１４0x  

9,１０0x府民の森保全整備事業費  ６  府内９ヶ所の府民の森の利用者の安全と快適性を確保するため、 
各園地の老朽化施設の改良再整備等を行う。 

9,２２0x  

9,１１0x土砂埋立等規制事業費  １  土砂の理め立て等にっいて、 必要な規制を定めた条例の円滑な運用 
を行う。 

9,２0x  

３, ９９３  環境の保全・創造、農林水産業の振興、安全で豊かな食の提供に 
向け、 技術開発・支援などを行う地方独立行政法人大阪府立環境農林 

9,１２0x 9,地独0x環境農林水産総合研究所 
運営費交付事業  

9,２, ５４４0x  水産総合研究所の運営に必要な経費を交付する。 

0x内訳81 
①標準運営費交付金 １,７０７百万円 

人件費など法人運営に必要な経費を交付する。 
・시牛費 １,２４２百万円 
・事業費9,運営管理費、試験研究費等0x ４６５百万円  

②特定運営費交付金 １４７百万円 
退職金や建物の改修経費など必要に応じ発生する経費を 

交付する。 

③施設整備費補助金 ２,１３９百万円 
・食とみどり技術センター9,本館・別館0x建替費 ２,１２０百万円 
・水生生物センター建替費9,基本設計等0x １９百万円 



２８既内示額  

事 業 名  ２８復活要求額 
9,２７当初予算額0x  摘 要 

9,百万円0x  
9,１３0x農の成長産業化推進事業費 

【新規】  
農業の成長産業化に向けて、農業関係機関や民間企業との連携のも 

と、経営マインドにあふれ、経営能力の高い農業経営者を育成するた 
め、 能力開発から実践までを一貫してサポートする。 

１５  

9,,00x  
①大阪アグリアカデミア運営事業 

・農業経営者の経営能力を高め、農業販売額の拡大を図るため、ビジ
ネスマインドの醸成から、最先端の生産技術、販売戦略まで、トップレべ 
ルの能力を取得できる連続講座を開設する。 9,２コース・年間各２０名0x 

②農業者チャレンジプロポーザル事業 9,大阪Ｎｏ,0１グランプリ9,仮称0x0x 
・若手農業者のチャレンジ意欲の喚起、企画・営業・プレゼンテーショ

ンの能力の向上及び先駆的で波及性のある経営モデルの構築に向け 
て、経営強化プランのコンテストを開イ崔する。 

・優秀者には、 民間資金の提供等により、 経営強化プランの実現を支 
援する。 

③経営強化コンサルプロジェクト事業 
意欲ある農業経営者を対象に、経営コンサルタントと連携し、マン

ツーマン方式で経営強化を支援する。9,年間２０名0x 

9,１４0x 大阪型農地貸付推進事業費 
【新規】  

３  農業振興地域を有しない市町の市街化調整区域内での農地の貸借 
について、農地所有者へのインセンティブを設けて、新規参入の促進を 

9,,00x  図る。 

9,１５0x農空間整備事業費  ２, ０２１  ①農空間整備9,１,１９９百万円0x 
農空間保全地域において、 農空間の多面的機能の保全・活用を図 

り、都市と共生した地域づくりに寄与するため、農地や農業用施設9,農 
道、水路等0xなどの生産基盤の整備や、都市農村交流施設等の整備、 
地域住民などが参画した組織による農地・農業用施設の適正な維持・ 
管理を進める。 

9,１, ６３９0x  

②農空間保全管理9,８２２百万円0x 
農空間の保全管理の円滑な実施を図るため、府有の滝畑ダムや 

ため池、 水路、農道等についての土地改良財産の適正管理と譲渡処分 
に係る財産調査を行う。 

また、泉州東部区域農用地総合整備事業償還負担金の支払を行う。 

9,１６0x 用排水施設等整備事業費  ３０３  老朽化した農業用水路を改修し、 農業用水の確保と溢水被害の防止 
を図る。0x実施場所81玉串川9,八尾市0x、東部排水路9,高欄市0x外81 

9,４６７0x  

9,１７0x農空間保全地域制度促進事業費  １0３  都市農業・農空間条例に基づき指定した「農空間保全地域」におい 
て、公益的機能の発揮を図るため遊休農地等の利用を促進し、 さらに 

9,１０７0x  農業の競争力強化のために不可欠な農業構造の改革と生産コストの削 
減を強力に推進するため、農地中間管理機構による担い手への農地集 
積と集約化の加速化を支援する。 



２８既内示額  
事 業 名  ２８ノ１复活要求額  摘 要 9,２７当初予算額0x  

9,百万円0x  
9,１８0x 農空間保全地域制度推進事業費  都市農業・農空間条例に基づき指定したｌ農空間保全地域」におい 

て、農業者及び府民との協働による農空間の保全・活用と遊休農地の 
３９  

9,５２0x  利用促進を図る。 

9,１９0x大阪エコ農業総合推進対策事業費  ３１  農薬の適正使用の指導及び減農薬や減化学肥料により生産を行う大 
阪エコ農業を推進する。 

9,２８0x  

9,２00x認定農業者支援等事業費  ２６  大阪版認定農業者制度の円滑な推進のため、農業経営計画の受理 
事務等を市町村へ移譲し、効率的な事務執行を図る。 

また、安定的な農産物供給を行う農業者、直売所等に農産物を提供 
し地産地消に貢献する農業者、援農ボランティア組織などの大阪版認 
定農業者が行う機械・施設の整備等に対する支援及び経営改善などの 

9,１５0x  

指導を行う。 

9,２１0x企業等参入拡大支援整備事業費  １５  新たな担い手を育成確保するため、新規参入や規模拡大をめさす企 
業等に対し、小規模生産基盤整備9,企業等x9一ズにあった圃場の整形 
化、農道整備等0xを支援する。 
※平成２６年度追加補正9,経済対策0xで前倒し実施事業 

9,１６0x※  

9,２２0xハートフル企業農の参入促進事業費  ８  農と福祉の連携強化による障がい者雇用による農業の新規参入を促 
進するため、ハートフルアグリサポートセンターを運営し、 ワンストップ体 
制により企業等を支援し、 農の分野における障がい者の就労・雇用の促 
進と企業等の多様な担い手の参入をめさx9す。 

9,２0x  

9,２３0x 園芸振興総合対策費9,青果物価格 
安定対策事業費0x  

７  青果物の供給確保及び価格の安定を図るため、民間団体に対し、価 
格差補給事業実施に必要となる基金造成等に要する経費の一部を補 

9,６0x  助する。 



２８既内示額  

事 業 名  ２８復活要求額 
9,２７当初予算額0x  摘 要 

9,百万円0x  
9,２４0x大阪版施設園芸新技術普及推進  大阪の施設園芸の主力品目であるぶどうは、 規模拡大や新規参入に ４  

事業費  最適な作物であるが、 生産施設の構造面の課題や地球温暖化の影響 
により、著しい晶質低下等が発生しているため、大阪発の革新的技術の 
導入により、 生産性や品質向上を図り、 専業農家の規模拡大や新規参 
入の促進を図る。 
※平成２６年度追加補正9,経済対策0xで前倒し実施事業 

9,７0x※  

「都市農業参入サポート事業」の成果をふまえ、府内主要産地の中核 
人本オを育成するとともに、農地の確保とマッチングを積極的に推進する 
ことにより、 持続可能な農の実現につなげる。 

9,２５0xもうかる農業人材育成参入事業費  ３  

9,３0x  

9,２６0x大阪産9,もん0xグローバルブランド化  １３９  大阪府内の農林水産業者が取り組む６次産業化への支援や、 食品産 
促進事業費  ４  業事業者等と連携した大阪産9,もん0xのＰＲ・販路拡大等の促進により、 
【一部新規】  9,２７0x  農林水産業の活性化や成長産業化をめさx9す。 

①大阪産9,もん0x大集合の実施 
実行委員会により民間活力を生かした、 知事、 ＰＲ大使ハイヒールモモ 

コさんも参加9,予定0xするＰＲイベントを行う。 

②東京から大阪の魅力を全国に発信 
日本野菜ソムリェ協会等とタイアップし、料理人等向けの食材研究会 

やＰＲイベントの開催により、 首都圈を中心に大阪産9,もん0xの魅力発信 
を行う。 

③６次産業化サポートセンターによる事業計画策定の支援 
・農業等の生産状況に精通した専門相談員9,普及指導員資格者等0x 
を配置する。 

・専門家9,６次産業化プランナー0xの派遣を行い、経営分析、事業計画 
策定、補助金申請などの計画策定を総合的にサポートする。 

④大阪産9,もん0x販路開拓の支援 
・国内 

主に首都圈で開催される商談会出展にかかる経費を補助すること 
で、事業者の更なる販路開拓を支援し、大阪産9,もん0xの魅力発信 
につなげる。 

・海外【新規】 
香港最大級の国際総合食品見本市である香港フードェキスポに 
大阪産9,もん0xブースを設置、輸出への意欲を持つ事業者の販路 
開拓を支援する。 

⑤６次産業化・販売促進トライアル支援事業【新規】 
・大阪産9,もん0x製品の市販展開の初期段階における、本格事業着手 

を促進するため、小ロット生産に伴う「トライアル事業」への取組みを 
支援し、事業者の事業展開を促進する。 

9,２７0x漁港整備保全費  ２１６  水産業の発展及び水産物の安定供給を図るため漁港施設の整備を 
行う。0x実施場所81佐野漁港他81 

9,２１８0x  

9,２８0x大阪湾漁場環境整備事業費  

9,81,0810x  
漁場環境を改善し、水産資源の増大を図るため、大阪湾海域に１潮流 

攪拌9,かくはん0xブロック礁」を設置し、底層から表層にかけて海水をまき 
あげて攪拌・湧昇させることにより、海底への酸素供給と栄養塩の拡散・ 
南下を図る。 



事 業 名  

２８既内示額 
２８復活要求額 
9,２７当初予算額0x  摘 要 

9,百万円0x  
9,２９0x有害鳥獣捕獲者育成事業費 

【新規】  
２  公益社団法人大阪府猟友会が即戦力になる人材を育成するために、 

狩猟技術や安全対策はもとより、 現場に応じた効果的な捕獲方法等の 
実践的な講習を行う「大阪ハンティングアカデミー9,仮称0x」に対し初期費 
用を支援する。 

9,,00x  

9,３０0x野生鳥獣対策費  ５８  野生鳥獣の保護を行う一方、農林業被害をもたらす害獣については、 
被害軽減や狩猟の適正実施等を図るための野生鳥獣対策を実施す 
る。 ・野生動物対策事業費 

・農作物鳥獣被害防止対策事業  
9,６８0x  

１０ 



Ｉ0x0x3, 防災・危機管理対策の推進

２８既内示額  

事 業 名  ２８復活要求額 
9,２７当初予算額0x  摘 要 

9,百万円0x  
9,１0x治山事業費  荒廃森林の復旧、山地災害の防止、水源かん養、生活環境の保全形 

成を図るため、 ２９地区において治山ダムや山腹土留工等の治山施設 
を整備するとともに、 ６地区において保安林の保育施業を実施する。 

５６９  

9,６００0x  

9,２0x 山地災害・流木防止緊急対策 
事業費  

２６２  近年の局地的な集中豪雨による大規模な山地災害の発生や流木によ 
る被害対策として、 土石流の発生を抑止する治山ダムの整備や荒廃林 
の整備を行う。 

また、流木となる可能性のある危険木の伐採・搬出や、地域と連携し、 
所有界や危険地などを掲載した森林危険情報マップの作成を行う。 

9,２０９0x  

9,３0xウメ輪紋ウイルス緊急防除対策 
事業費  

１ ０７３  平成２４年６月、府内のウメにおいて、人間や動物には感染しないが、 
植物防疫法で検疫有害動植物に該当する「ウメ輪紋ウイルス」の感染が 

9,５０３0x  確認されたことから、継続的な防除に取り組む。 

７２８  9,４0xため池防災事業費  ①ため池等の防災整備9,７１７百万円0x 
都市と共生するため池等をめさし、豪雨、大規模地震等の自然災害 

に対するため池、水路の総合的な防災・減災対策を講じる。 9,８９６0x  

・ため池の耐震対策工事、及び老朽化したため池・水路の改修等 
0x実施場所81濁池9,岸和田市0x他81 

・大規模地震に対するため池の耐震性調査・診断 
0x実施場所81下岡池9,東大阪市0x他81 

・市町村のため池ハザードマップの作成支援 
0x実施場所81箕面市他81 

②ため池防災テレメータ管理9,１１百万円0x 
適切な水防活動を行うため、 府内５０箇所の水防ため池に設置した、 

ため池防災テレメータの維持管理を行う。 

9,５0x 地籍調査費x9地震対策4,  ４１  大規模災害発生時にライフラインの迅速かつ円滑な復旧が可能となる 
ような正確な地図整備の推進を図るため、 道路等の公共用地と民地との 
境界部分での地籍調査を優先的に実施する。 9,３６0x  

9,６0x ため池安全安心向上促進事業費  ３８  近年頻発する局地的豪雨などの自然災害に迅速に対応するため、府 
内の水防上、 監視が必要なため池を対象に、 水位計等の観測機器を設 
置し、府、市町村、ため池管理者がリアルタイムに監視できるシステムを 
構築し、 管理体制の強化、 地域の安全安心の向上を図る。 

9,１０0x  



２８既内示額  

事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 9,２７当初予算額0x  
9,百万円0x  

9,７0x漁港整備保全費  ７３１  ①南海トラフへの対応 
南海トラフ地震時に発生する津波や高潮への対策として堤防等の海, 

岸保全施設の耐震補強等を行い、 背後地域の浸水被害を防止し、府民 
の生命や財産の保全を図る。0x実施場所81高石漁港他81 

9,９１0x  

②漁港施設の防災機能強化 
大規摸地震等の白然災害に備え、 万一の災害発生後の災害ノ1ｸｴ旧支 

援機能を担う、 漁港施設の防災機能強化を行う。 
0x実施場所81深日漁港他81 

9,８0x減災のまちづくり事業費  １００  機能低下の著しい排水機場のゲート設備や除塵設備、 電気設備の改 
修を行う。0x実施場所81田尻川排水機場81 

9,１１０0x  

9,９0x家畜伝染病予防事業費  １４  ＢＳＥ、高病原性鳥インフルエンザ等の動物由来感染症や口蹄疫等の 
悪性伝染病に対応できる家畜防疫体制の強化を図るとともに、 各種疾 
病の検査及び予防注射を実施し、 伝染病の発生予防及びまん延防止 9,１４0x  
を行う。 

「Ｖ3, 森林環境税を財源とする森林保全事業9,森林環境整備事業0x 

２８既内示額  

事 業 名  ２８復活要求額  
摘

 要 3, 

9,２７当初予算額0x  
9,百万円0x  

9,１0x森林防災対策事業費 
【新規】  

５５３  ①危険渓流の流木対策 
渓流が急勾配で、土石流が発生した場合、土砂や流木流出の恐れが 

高く、下流に人家や公共施設等の保全対象が多い地区を対象として、 
災害の予防的対策を実施する。 

9,,00x  

②主要道路沿いにおける倒木対策 
ナラ枯れ被害の拡大を防ぐ予防的伐採、放置竹林の整備等を実施 

する。 
9,２0x 持続的な森づくり・木材利用推進事 

業費【新規】  
４１７  ①持続的な森づくり9,基盤づくり0x 

安定的に木材を供給できる体制を構築するため、集約化により一体的 
な森林経営が見込める地区を対象として、 基幹的な作業道の改良や木 
材の集積土場の設置などの基盤づくりに対し補助する。 

9,,00x  

②持続的な森づくり9,人材育成0x 
施業の集約化による持続的な森づくりを推進するため、地域の森林 

管理の中核を担う若手従事者9,後継者0xや、府内産材に関する流通等 
のコーディネータ一役となる人材を育成する。 

③未利用木質資源の活用推進 
森林内に放置されている未利用木質資源の有効活用を進めることを 

通じて、森林の健全化を図るため、林業事業体や森林所有者、里山保 
全活動団体等が未利用材を搬出し、継続的・安定的に供給するために 
必要な仕組みを構築する。 

④子育て施設木の内装木質化 
子どもの育成環境に良い効果を与えるとともに、森林の大切さや木材 

に対する理解を深める「木育」を促進するため、保育園や幼稚園の子育 
て施設における床や壁等の内装木質化に対し、,必要経費の一部を補 
助する。 

9,３0x森林環境整備事業広報事業費  １  森林環境税及びこれを財源とした新たな森林保全対策の広報を実施 
【新規】  9,,00x  

する。 

２ 



平成２７年度一般会計補正予算9,第５号0x要求状況主要事業概要9,環境農林水産部0x

9,単位81千円0x 

予 算 額  

２ ７ 年度第 ５ 号補正  ６７１,９７６  
・現計 １２,７９３3,７７２千円 

9,当初 １２,５７９,８７２千円 十 補正９月 ２１３,９００千円0x 
・補正２月 9,第５号0x ６７１,９７６千円 

国の追加内示 
・治山事業費81７４,８６５千円 
・農地防災事業費81１４４,５３０千円 

２ ７ 年 度 現 計  １２,７９３,７７２  

２ ７年度第５号補正後  １３,４６５,７４８  
・漁港整備保全費81３６１,０００千円 

を除く
上段81平成２７年度第５号補正予算案額
中段81平成２７年度現計予算額
下段81平成２７年度第５号補正後予算案額

事 業 名  9,現計予算額0x  摘 要 
補 正 後 子 算 額  

9,百万円0x  
9,１0x子ども施設地域共生応援事業費  １２  保育所や幼稚園等子ども施設に関する騒音苦情を未然に防止し、 施 

【新規】  9,,00x  設と地域との共生を実現するため、各地の先進事例、配慮事項、騒音 
１２  対策メニュー等をとりまとめた手引書を作成し、 関連施設に配布するとと 

もに、パンフレット作成やシンポジウム等により、府民に対し広報啓発を 
行う。 ,0 

9,２0x産地パワーアップ事業費  ８０  水田・畑作・野菜・果樹等の産地が、地域の営農戦略として定めた「産 
【新規】  9,,00x  地パワーアップ計画」に基づき、意欲のある農業者等が高収益な作物・ 

８０  栽培体系への転換を図るための取組を支援する。 

平成２７年度一般会計補正予算9,第６号0x要求状況主要事業概要9,環境農林水産部0x 

予 算 額  

２ ７ 年度第 ６ 号補正  Ａl,９４０,３２５  
・現計 １３、４６５,７４８千円 
9,当初１２,５７９,８７２千円十補正９月２１３,９００千円 
十補正２月 9,第５号0x ６７１,９７６千円0x 

・補正２月9,第６号0x Ａl,９４０,３２５千円 
9,ｌ0x国庫内示の確定に伴う減額9,主なもの0x 

・治山事業費81Ａle９,７６０千円 
・農地防災事業費81Ａ６１５,２６３千円 

9,２0x 事業費の確定等に伴う減額 9,主なもの0x 
・ウメ輪紋ウイルス緊急防除対策事業費81Ａ４４６,４１６千円 

２ ７ 年 度 現 計  １３,４６５,７４８  

２ ７年度第６号補正後  １１,５２５,４２３  9,伐採対象樹の確定に伴う減0x 
・新たなエネルギー社会の構築推進事業費81Ａ２４９,５００千円 

9,太陽光融資の利用実績の確定に伴う減0x 

9,職員費を除く0x 

３ 



環境農林水産部 平成２８年２月定例府議会提出予定議棄の概要
１ 事件議決案9,５件0x 

件 名  概 要  所管課 

土地改良事業の  平成２８年度において府が施行する土地改良事業により利益を受ける  農政室整備 
施行に伴う負担  市町から負担金を徴収するため、 土地改良法第９１条第６項の規定によ  課 
金徴収の件  り議決を求めるもの。  

受益市町 泉南市ほか２１市町  

負 担 率 ２５0x１００ほか  
負 担 金 ３億２０２万６千円   

泉州東部区域  平成９年度から平成１９年度までの間における泉州束部区域農用地総  農政室整備 
農用地総合整  合整備事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、 旧農用地  課 
備事業の施行  整備公団法第２７条第８項の規定により議決を求めるもの。  
に伴う負担金  受 益 市 和泉市ほか５市  
徴収の件  負 担 率 １0x６ほか  

負 担 金 ４億２, ８４７万７３６円  

土地改良事業の  平成２７年度において、 府が施行中の土地改良事業の事業費の変更に  農政室整備 
施行に伴う負担  伴う受益市町負担金の変更について、 士地改良法第９１条第６項の規定  課 
金変更の件  により議決を求めるもの。  

当 初 ３億１, ８６３万９千円  

変更後 ２億６, ９０ ０万３千円  

泉州束部区域  平成９年度から平成１９年度までの間における泉州束部区域農用地総  農政室整備 
農用地総合整  合整備事業の事業費の変更に伴う受益市負担金の変更について、 旧農用  課 
備事業の施行  地整備公団法第２７条第８項の規定により議決を求めるもの。  
に伴う負担金  当 初 ４億２, ８９６万１, ９６４円  

変更の件  変更後 ４億２, ８２５万４, ７３４円  

同和地区農林漁  同和地区農林漁業振興資金貸付金の債務者に対して、 大阪府が有する  検査指導課 
業振興資金貸付  債権を放棄することについて、 議決を求めるもの。  
金に関する債権  〔放棄する債権〕  
放棄の件  ・貸付元利額９９２, ８５０円のうち回収不能となった  

２１９, ２１２円及び当該貸付元利金に係る遅延損害金  

１４ 



２ 条例案9,５件0x 
件 名  概 要  所管課 

大阪府環境農林  １ 地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の特例制度  検査指導 

水産行政事務に  に基づき、 獣医師法等に基づく事務の一部を泉大津市及び忠岡町が処  課、みどり 
推進室森づ 

係る事務処理の  理することとする。  くり課、環 
特例に関する条  施行日81平成２８年４月１日  境管理室事 
例一部改正の件  ２ 農業協同組合法及び農地法の改正に伴い、 所要の改正を行う。  業所指導 

施行日81平成２８年４月１日  課、農政室 
整備課、動 

３ 水質汚、獨防止法に基づく事務について、 規定整備を行う。  物愛護畜産 
施行日81公布の日  課 

大阪府附属機関  大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価委員会を廃止する  エネルギー

条例一部改正の  ため、 所要の改正を行う。  政策課 

件  施行日81平成２８年４月１日  

大阪府自然環境  地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の特例制度に  みどり推進 
保全条例一部改  基づき、 緑化計画書の届出の勧告等に係る事務の一部を泉大津市が処理  室みどり企 
正の件  することとする。  画課 

施行日81平成２８年４月１日  

大阪府生活環境  地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の特例制度に  環境管理室 
の保全等に関す  基づき、 深夜における営業等の制限に係る事務を枚方市及び寝屋川市が  交通環境課 
る条例一部改正  処理することとする。  
の件  施行日81平成２８年４月１日  

大阪府環境農林  １ 農産物検査法の改正により、 登録検査機関の登録が知事の事務とさ  農政室推進 

水産行政事務手  れたため、 当該事務に関し手数料を設定する。  課、動物愛 
護畜産課 

数料条例一部改  ・登録検査機関の登録を受けようとする者  
正の件  １５０, ０００円 等  

施行日81平成２８年４月１日  
２ 伝達性海綿状脳症の検査等について、手数料の設定を行う。  

・ 伝達性海綿状脳症の検査を受けようとする者  

４, ５００円 等  

施行日81平成２８年４月１日  

３ 報告議案9,１件0x 
件 名  概 要  所管課 

平成２８年度に  平成２８年度において豊かな環境の保全及び創造に関して講じようと  環境農林水 
おいて豊かな環  する施策について、 大阪府環境基本条例第９条第２項の規定により報告  産総務課 

境の保全及び創  するもの。  

造に関して講じ  
ようとする施策  
に関する報告の  

件  

１５ 



ＴＰＰ大筋合意を踏まえた国の対策予算や地方創生交付金を用いた取組み、国家戦略1特区を活用した規制緩和に取組むことで、
新たな事業者の參入拡大や 生産向上。販路開拓などの支援を行い、府内農林水産業の活性化を目指します。 3, 

ｅ農空間保全地域制度促進事業費
。農地中間管理事業 9,農地バンク0x

農地の集約化を促進

１０３百万円
による農業振興地域内の

ｌｌ ｌ 
ｌ 

ｉ◆大阪型農地貸付推進事業費【新規】 ３百万円ｌ 
«地方創生交付金活用事業»81 

国制度では対象外の市街化調整区域で府独自制度を創設し、 ｌ 
81 都市農業を継続して展開するための農地貸借を促進 81 

ｌ 

【資料１７ページ】 81 
、 ーーー一 ーーー一 ーー一 ,0 ,0ｌ 

ｅ企業等参入拡大支援整備事業費 １５百万円
«地方創生交付金活用事業» 

3, ・新規参入を支援するため賃借農地の簡易な整備費を補助 ,0 

０環境農林水産総合研究所運営費 9,内数0x , 農業大学校を運営し、農業への新規参入を目指す方等の
技術習得を支援 3,

ｅもうかる農業人材育成参入事業費 ３百万円
・主要産地の中核人材の育成など

0x8181一81818181818181一ーーー一81一81一ー一81818181一81一818181一8181一一、
ｌ 

ｉ◆ハートフル企業農の参入促進事業費【拡充】 ４百万円 ｌ 
81 ・企業等の相談にワンストップで対応する「ハートフルアグリ・ 81 

サポートセンター」を連営するとともに、民間企業で構成する ｌ 
応援団を組織化 81 

ｉ 【資料１８ページ】 ｌ 
ｌ １
・,0一一818181,0一ーー一8181818181一ー一818181一81一ーー一818181一ーーー一81

ｅ農空間整備事業費及び農地防災事業費 ２,３６３百万円
。 土地改良事業やため池改修による農業生産性向上  

ｅ産地パワーアップ事業費 ８０百万円
«Ｔ Ｐ Ｐ対策関連予算事業ｻ

。産地の競争力を維持向上するため設備。機器の更新を助成

ｅ大阪版施設園芸新技術普及推進事業費 ４百万円
«地方創生交付金活用事業»。 大阪農業に適合した農業機器の普及実証事業

ｅ農作物鳥獣被害防止対策事業費  ７百万円
。防護柵の設置補助などによる鳥獣被害の防止 ・ 

ｅ大阪湾漁場環境整備事業費 ４６百万円
・栄養塩供給や底質改善の取組み9,攪拌ブロック礁設置0x  

ｅ環境農林水産総合研究所運営費 9,内数0x・ 生産性や付加価値の向上に資する生産技術の開発

◎持続的な森づくり推進事業9,基盤づくり0x ３２１百万円
【森林環境税活用事業81再掲】

,
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一81818181,0ｌ 

81◆農２聲整業化推警事業費」素ｊ規】里 １５百万円 81 ｌ 経昌感,0見,0に優れたf良業者の月成、 経営の高度化による担い手 ｌ 

81 の所得増大を通じて、大阪農業の成長産業化を推進 81 
ｌ 【資料１９ページ】 ｌ 
、 ｌ一ーーーーーーー一81一81一ーーー一8181818181818181一ーー一81一ーーーーー一

ｆ
一一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一 

t 者 、,◆有害鳥獣捕獲 育成事業費【新規】 ２百万円
 ｫ地方創生交付金活用事業ｻ81 

新たな有害鳥獣捕獲の担い手を育成 ｌ 
 9,公益社団法人大阪府猟友会と連携0x ｌ 

81 ・大阪ハンティンクアカテ°ミー9,仮称0xの開校9,全国初0x 81 
、 ・現場に応じた効果的な捕獲方法等の実践的講習 Ｊ,0・8181一一818181一81一ー一818181一ーーーーーーーーーーーーーーーーーー一・,

◎持続的な森づくり推進事業9,人材育成0x 、１百万円
,0【森林環境税活用事業81再掲】

ｅ大阪産9,もん0xグローバルブランド化促進事業【拡充】
１４３百万円

。６次産業化サポートセンターの運営
ワンストップで６次産業化への取組みを支援

。いいもんうまいもん81大阪産9,もん0x3,Ｐ Ｒ 3,
大販産3,9,もん0x 大集合などを通じた魅力発信

・大阪産9,もん0x販路開拓支援事業 ・
«地方創生交付金活用事業»

販路開拓に意欲的な事業者の商談会出展経費等を支援
一ー一81一ー一81一81一一8181818181818181一ー一81一ーーーーーーー一、

81◆香港フードェキスポへの出展【新規】9,内数0x１百万円 81 
国際総合食品見本市に大阪産9,もん0xブースを設置し、 ｌ 

81 販路開拓を支援9,商工労働部と連携0x 81 
、ーーーーーーーーー一8181,081,08181,081一ー一8181一ーーーーーーー一

3,ｊl・一一 ーーー一 一8181818181一ーー一81一81一81一81ーーーーーー一、

81◆トライアル支援【新規・復活要求中】9,内数0x４百万円 81 
ｌ ｫ地方創生交付金活用事業ｻｌ 
ｌ 市場展開初期段階の取組みを支援し、事業者の事業 ｌ 
ｌ ｌ 
ｌ 展開を促進 ｌ 
、l,0一一81,081818181,08181一一81一ーーーーーーーーーー一ーーーー一ｌｌ

ｅ環境農林水産総合研究所運営費9,内数0x 3,
・ ６次産業化に関連した技術支援

0x一ーーー一81一ーー一81一ー一81一ーーー一818181818181一ーーーーー一、

ｉ ｌ 

i◆ハートフル企業農の参入促進事業費【拡充】 ５百万円 ｌ 
81 ハートフルアグリ参入済み企業等への支援と新規参入拡大 81 
ｉ ・ミルクラン9,共同集配方式0x社会実験 ｌ 

・商品開発プロジェクト81 
ｉ 【資料１８ページ】 ｌ 
t ,0,0一81一81818181一8181818181一一81一ーーーーーーーーーーーーーーー一

◎持続的な森づくり推進事業,0 ７５百万円
9,子育て施設の内装木質化0x 【森林環境税活用事業81再掲】

環境農林水産総務課農政室 流通対策室
水産課 動物愛護畜産課 みどり推進室

Ｈ２８当初予算 81計上予定額
9,財務部長内示額及び知事復活要求額0x 

Ｈ２７3,２月補正予算81 9,経済対策0x計上予定額

【資料２０ページ】 

  

【提案内容】 
国株式会社による農地取得条件緩和 ⇒ リース方式による参入後一定期間を経過し、 農業委員会が経営の安定を 

認めれば、 農業生産法人と見なし農地購入を可能とする。 
国農地への全面コンクリート打設解禁 x9,04, 農地に全面コンクリート打設した生産施設の設置を容認する。 
国農地転用規制の緩和 ⇒ 従業員用の施設等を農地法及び農振法上の農業用施設に位置付け。  



x9国の制度9,農地中間管理事業0x4,
Ｅ 目 的81担い手への農地の集積・集約化でコスト削減
富 概 要81農地中間管理機構が農地所有者から農地を借受け、 公募した担い手

に農地を貸付ける制度 9,農地の集積割合に応じて集積協力金を交付0x 
富 対象地域81農業振興地域内の農地9,大阪府では２１市町村のみ設定0x

※農業振興地域とは、農業振興地域の整備に関する法律に基づき、農業上の利用を確保すべき
土地として市町村が設定する地域。面積要件など条件面で府内全域での設定は難しい

,0=»都市農業を展開している大阪府では独自の取組みが必要

Ｅ 大阪府では農地が小さくとも消費地を抱える都市農業の特色である高収益型
農業を展開。

〔１戸あたりの経営耕地面積全国最低9,０3, ３６ｈａ0x
⇔ ｌｈａあたりの農業産出額全国９位9,２ ２７９千円0xｈａ0x〕

Ｅ 農業振興地域を有しない市町村の市街化調整区域においては、  
１, １１６ｈａもの農地が存在 3,3, 
また、 大阪版認定農業者など４４５名の方が営農している
農業ポテンシャルの大きい地域

目
対

Ｅ
題

Ｅ 手

,

的81都市農業を継続して展開するための農地賃貸を促進
象81農業振興地域を有しない市町の市街化調整区域の農地

9,農地中間管理事業対象外0x 
法81所有者に対して、農地中間管理事業によるインセンティブと同等の

貸付推進費を支援

この取組みを通じて、 国に対して農地中間管理事業の制度改正を働きかける。 
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・ハートフルアグリ 9,障がい者雇用による農業参入0x をより一層推進するため、 参入済み事業者の経営安定化に向けた収益の確保のための取組みを支援
するとともに新規参入事業者の拡大を図る。 

０ハートフルアグリザポートｔン⊠ ,0a0
識置«Ｈ２７ 營 初 字買0x

・Ｈ２７よりワンストップ相談窓口を開設
・相談対応に加え、 関係機関等の連携による各種調整等

を実施9,Ｈ２７3,１２時点,４６件の相談0x
・企業コンソーシアム9,ハートフルアグリ参入企業等で

構成0xへの支援
課題の把握
先進事例の収集,提供
農地確保や資金調達、 人材確保に関する助言

０81地a方創空発行聖变付金社清帰した取細
9,Ｈ２７補:IE手算0x

①人材育成
・先行事業者が培ってきた農業・福祉,経営等に

係る人本オ育成ノウハウ集の作成と活用

②障がい者にマッチした技術の「ハートフルアグ
リ」への導入可能性検証 3,

・障がい者の作業性を考慮した、 次世代生産シス
テム導入に向けた検証

③将来に渡って継続性のある販路の構築
,小売店、レストラン等に対するニーズ調査

④企業リストの作成
・農業参入や障がい者雇用に関心のある企業リス

トの作成

⑤ハートフルアグリシンポジウム
・新規参入のきっかけづくりと応援団の輪を広げ

るため、 先行事業者者の成果や課題解決法を
発信 x9,0x9 １0x３０開催済み

０ 

０Ｈ２８⊠初手算Ｋ８ｓ,４２７千⊠】

①ハートフルアグリサポートセンターの運営 9,継続0x
ＫI,４２７千円】

 先行企業等で構成される企業コンソーシアムや関
係機関などによるネットワークの相互連携により、
参入から経営開始後の各段階におけるサービスを
効果的に提供する。

②ミルクラン社会実験9,新規0x Ｋ２,５００千円】
・物流コスト低減に向けてミルクラン9,共同集配方

式0xの社会実験を行い、コスト縮減効果を検証し、
結果を広く共有する。 3, 

③商品開発プロジェクト9,新規0x 【２,０００千円】
・事業者の経営安定化を図るため、 ハートフルアグリ

事業者間の協働を図るなど、 収益性・付加価値の
高い新たな商品の開発を支援する。

④プラットフォームの活動を軌道に乗せる 9,新規0x
【２,５００千円】

,シンポジウムを契機に民間企業で構成する応援団 9,x9
プラットフォーム0xを組織化
x9ハートフルアグリを支援する取組みが民間による

自発的な活動となっていくようプラットフォーム
の活動を支援する。 

ハ
ａ 
ト
フ
ル
ア
グ
リ
の
터又

總
み
の
重
な
る
推
進
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国ａｉ,0 ８ｌｅＩａ 

８ＩａＩ８ 

Ｂiｅl８ 

Ｅ現状81①近年、府内の農家戸数は減少傾向9,Ｈ２２81２６,３６０ x9=ｻＨ２７81２３,９８０0xの中で、
１,５００万円以上を販売する農業者は維持。 9,Ｈ２２81１７７ x9一一一1２７81１７８0x ※２０１５年農林業センサス速報値

②主力となる農業者の６割、 うち若手農家では８割が規模拡大の意向を示している。
Ｅ課題81意欲ある農業者の多様なx9一ズに応じた高度な技能や経営手法などの習得機会が少ない。 また経営の改善,強化に取組みたい農業経営者のニーズに

対応する専門家による支援機会が少ない。 

81ｌｌ 
ｔｌ 

①大阪アグリアカデミア連営事業 【予算額811０,０００千円】

農業経営者の経営スキルを強化するとともに、 先進的かつ実践的な
技術を習得する講座を開設

ｆ,0,0一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一 

ｌ9,１0xリーダー養成コース9,２０名0x 3,
目 的81販売額の拡大9,概ね３,０００万円前後0xを図るとともに、次代の

農業を担うリーダーを育成
ｌ 対 象81経営規模を拡大しようとする農家9,企業含ﾈ・x

内 容81最先端栽培技術、販売戦略、経営戦略、雇用管理力等、
幅広い能力の習得を支援9,全１２回0x

ｌ9,２0xスタートアップコース9,２０名0x
目 的81販売額の増加9,５００万円確保0xによる経営安定化 
対 象81就農後間もない参入者9,企業含む0x
内 容81農業経営計画の作成、販売実習や農業機械等の知識

ｌ 習得を支援9,全２０回0x
ｌ※運営主体は公募により選定
ｌ 
ｌ 、 ,Ｌ8181818181818181一ーー一8181,0一ーーーー一8181一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一 

③経営強化コンサルプロジェクト事業 【予算額81 ３,０００千円】

経営コンサルタントによる経営支援
ｌ一ーー一3,一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一8181一81818181,08181,0一一8181,0,0一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一・ｌ 
81目 的更なる経営強化 81 

 Ｍ生ｆ0x電高 81 81対 象81経昌改善に意欲のある辰業経昌者9,２０名0x , 
81内 容コンサルタントを派遣し 専門家による経営一ータに基づく分析や81 x9 、 ア ｌ 

経営指導を実施。コンサルタント派遣に際しては、農と緑の総合事81 
務所の造及指導ａ と連携 81 目 貝 ｌ 

成功事例を広x9発信することで、 他の農業者へ波及を図る 81 
Ｌ818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181818181」

経営感覚に優れた農業者の育成、経営の高度化による担い手の所得増大を通じて、大阪農業の成長産業化を推進

１９ 



富リース方式では、返却リスクがあり大親模
投資が困難

富貸借期間の比較的短い契約が多いため、
長期の経営計画策定が困難

富施設園芸用地等での全面コンクリート打設の
制限0x機械導入、施設整備の制約に

, 富障がい者などの多様な担い手への営農環境
整備に支障

、 富従業員更衣室等の従業員への労働環境
整備に支障

 富困難な農地近傍での事務所の確保等、農地
における企業活動の限界

Ｅ株式会社の農地取得条件緩和
0x大規模投資の誘引、長期経営の前提条件整備0x

０リース方式による参入後一定期間を経過し、 農業
経営が安定していると農業委員会が認めれば、
農業生産法人と見なし、農地購入可能とする

Ｅ農地への全面コンクリート打設の解禁

０農地に全面コンクリート打設した農産物の生産施設
設置を容認

０固定資産税・相続税・贈与税については、
農地として評価

国農地転用規制の緩和

０従業員用更衣室、 トイレ、 事務室等を農地法及び
農振法上の「農業用施設」に位置づけ

。
大
阪
府
、
岸
和
田
市
、
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富  

０目 的81個人の府民税の税率に関し、大阪府税条例の特例を定め森林の有する公益的機能を維持増進するための環境の整備に係る施策に必要な財源を確保
０納める額81年額３００円9,個人府民税均等割額に加算0x
０期 間81平成２８年度から平成３１年度まで ※１３,８６２,２０９人9,個人府民税決定状況調9,平成２７年６月３０日現在0x0x

81期艦要美者１1１１ｇ３言率名た ３系３ ※２税額ｘ納税義務者数ｘ収入歩合９８3,３0x9,平成２６年度現年課税分の収入歩合0xｎ 81約 心、 ,,４５億円0x４年0x ※２ 

«事業規模81約４５億円» 

府 実施3,分

０ホームページ
０各市町村の広報紙
０特別徴収税額決定通知書への周知文
０納税通知書への周知文
０申告書等送付時のチラシ 等

①危険渓流の流木対策 ２９８,０００千円
対象81８箇所9,１７０ｈａ0x

〔７市町村〕
9,豊能町・池田市・交野市・四條田强市・千早赤阪村9,２箇所0x 。和泉市・岸和田市0x 

②主要道路沿いにおける倒木対策 ２５４,５１５千円
対象81国道等１１路線周辺の森林

9,国道１７３号・１６８号・１６６号。３０９号・３７１号・４８０号・２６号0x
9,府道７９号・８号・６１号。６２号0x

〔１１市町村〕
9,能勢町・島本町・交野市・四條田强市・太子町。河南町・千早赤阪村・河内長野市
和泉市・熊取町・岬町0x 

０府の広報媒体9,ホームページ・府政だより9,１２月号,３月号0x・Ｆａｃｅｂｏｏｋ0x 
０年末調整説明会9,Ｈ２７年１１0x１２月 計５５回実施0x
０税を考える週間啓発イベント9,Ｈ２７年１１月 約１,４００人参加0x
０各市町村及び公共機関等へのチラシ 。 ポスター
０道頓堀のネオンサイン9,Ｈ２８3,１月0x 

【平成２８年度実施予定】  約９億７千万円9,計９６９２６６千円0xx 

①危険渓流の流木対策 約２０億円
漢流が急勾配で土石流が発生した場合、 土砂や流木流出の恐れが高く、 下流に人家や公共施設等の

保全対象が多い地区を対象として災害の予防的対策を実施 

対象81３０箇所9,７５０ｈａ0x 〔１５市町村9,池田・東大阪・八尾・岸和田等0x〕
〔対策〕 強度間伐 と広葉樹の植栽等、 倒木・危険木の伐採・林外搬出等、 流木防止のためのダム工等

一国庫補助制度にない保安林以外の普通林を対象一

②主要道路沿いにおける倒木対策 約1０億円
対象81国道等２０路線周辺の森林9,１５０ｈａ0x 〔２５市町村9,国道１７３号・１６８号・２５号等0x〕
〔対策〕ナラ枯れ被害の拡大を防ぐ予防的伐採、放置竹林の整備等 、

①持続的な森づくり 約ｌｌ億円
ア 基盤づくり 集約化により一体的な森林経営が見込める地区を対象として基盤整備を実施
対象81１００ｈａ規模の人工林３４地区9,約４,８００ｈａ0x 〔９市町村9,高税・千早赤阪・河内長野・和泉等0x〕

〔対策〕基幹的作業道や木材集積土場の整備 ※府・森林所有者・補助事業者で２０年間の協定締結
,0 国庫補助制度にない基幹的作業道を対象 ,0

イ人材育成 府内産材コーディネータ一１０人・森林経営リーダー３４人育成

②未利用木質資源の活用推進 約０3,３億円
林地残材 9,未利用材0x を継続的に搬出するしくみを構築

③子育て施設の内装木質化 約３3,７億円
幼稚園や認可保育所9,認定こども園含む0xを対象に内装9,床・壁等0xの木質化を推進 １５０園

市町村,実施分

①持続的な森づくリ
ア基盤づくり ３２1,０００千円

対象81１０地区9,約１,５００ｈａ0x
〔８市町村〕
9,能勢町・高槻市・河南町・千早赤阪村・河内長野市・和泉市・岸和田市・貝塚市0x

イ人材育成 １,０５０千円
府内産材コーディネーター １０人育成

②未利用木質資源の活用推進 １９,４０1干円
活動団体への搬出用機械の貸出や技術指導等

③子育て施設の内装木質化 ７５,３００千円
幼稚園・認可保育所 ３０園9,補助率１0x２、上限２,５００千円0x 



国「みどりの大阪推進計画」の目標 ,0 
。市街化区域内の緑被率  現状１４0x=ｏ２０0xx  

 大阪府域にみどりがあると感じる府民の割合を増やす 
。 最近みどりに触れた9,自然に親しんだ0x府民の割合を増やす

« 
« 

現状５割
現状４割

x9»

=・
約８割
約８割

» » 
国森林環境税関連条例議決時の附帯決議 

。 府民の生命を守るため、 ヒートアイランド現象対策としての都市緑化施策については、 森林環境税以外の財源により取
組みを進めること

題 「建築物敷地等緑化促進制度」を改正し、 接道部への緑化を誘導
府自然環境保全条例に基づき、 敷地面積１,０００㎡以上の建築物の新築。増築。改築時に、 敷地内に一定面積の緑地確保を義務付けている「建築物敷地等

緑化促進制度」を改正。接道部に緑地を確保する場合に緑化率を緩和することにより、事業者にインセンティブを与え、接道部への緑地整備を促す。
⇒ 有識者の意見等を踏まえ、平成２８年度前半に規則改正予定

０制度改正前 ０制度改正後

9,道路0x 9,道路0x 

国新規
«実感できるみどりづくリ事業» ３４, 

«クールスポットモデル拠点推進事業» ８, 

国既存
«地域緑化推進事業»
«みどりづくり推進事業»
«グリーンストリート支援事業»
«共生の森づくり活動支援事業» 

口

１８ｌ

８ｌ 

２０ｌ 

７ 

５０ ０千円

０ ０ ０千円

２１１千円
０ ０ ０千円
０ ０ ０千円
９７６千円

９６, ６８７千円

・市街地中心部や駅前等の多くの府民の目に触れる場所で、接道部に良好な緑陰空間 9,セミパブリック空間0x を創出
する民間事業者等への補助

・民有地の空きスペース9,公開空地等0xを対象に、モテルとなる先進的なクールスポットを公募し、緑化、遮熱塗装や
ミスト発生器等に係る設置費を補助

・自治会や民間事業者等が協働して行う緑化活動に市町村を通じて、 緑化苗木を配付
・幼稚園等の園庭の芝生化や緑地の整備など、 地域団体等が行う緑化活動に対して助成
・「みどりの風促進区域」において、地域住民が民有地の沿道部で行う緑化に対して、苗木、土壊等の緑化資材を提供
第７,0３区において、府民・Ｎ ＰO・企業等多様な主体との協働による森づくり活動を支援
9,Ｈ２７当初予算５４,０４９千円0x 

０補助制度適用9,実感できるみどりづくり事業0x 

セミパフリック空間 歩道 道路
として活用

事業による誘導9,Ｈ２８実施予定0x 

公民連携による緑化

田ネーミングライツ方式によるみどりの拠点整備  
主要ターミナル周辺や大阪市内中心部の公共空間で民間企業等が企業名を含む名称を掲示した緑化拠点を整備、維持管理を行う。
新大阪9,Ｈ２４0xと東梅田9,Ｈ２７0x整備済。現在、緑陰形成につながる新たな施設整備に向け協議中。

國市街地中心部での緑化活動の展開
主要ターミナル周辺や大阪市内中心部の民有地における緑化促進や民間団体等による緑化活動の展開について、 Ｎ ＰOや民間企業等に企画提案中。 

ウエルカムガーデン新大阪 市街地中心部での緑化活動9,イメージ0x 



０おおさかスマートエネルキーセンターの運営 9,５,６６０千円0x
・創エネ・蓄エネ・省エネに関する府民・事業者等からの相談へのワンストップ対応を実施
・府民、 民間事業者や市町村と発電事業者等をマッチングするなど、 再生可能エネルギーの

普及促進を実施
・省エネ診断の利用促進、 セミナ一開催や出前講座の実施に加え、 エネルギーマネジメント

システム9,ＥＭＳ0xによるエネルギーの「見える化」の普及など、省エネ化を推進

０エコカーの普及促進9,一千円0x
・２０２０年までに大阪府内の自動車の２台に１台をエコカーにすることを目標に、「大阪エコカー

協働普及サポートネット」において、 エコカーの率先導入や啓発活動等の取組を実施

OＥＳＣ０事業の推進9,１,３９１千円0x
・「新・大阪府Ｅｓｃ０アクションプラン9,２０１５年２月策定0x」に基づく、
府有施設へのさらなる ＥｓＣ ０ 事業の導入拡大、 府内市町村や民間への普及促進

エコカー展示会

※その他新規施策事業等については、 「創エネ・省エネのさらなる促進について」「大阪府域における温暖化適応策について0x環境農林水産部門0x」参照, 

０再生品普及促進事業9,２０６千円0x
・府内で発生した循環資源9,廃棄物等0xの利用促進を目的とした「大阪府認定リサイクル製品」の認定
と普及啓発を実施

・平成２７ 年度に制度を改正し、繰り返しリサイクルされる製品を新たに「なにわエコ良品ネクスト」とし
て区分し、「より質の高いリサイクル」を推進

０産業廃棄物の適正処理の徹底 9,１８,４４５千円0x
・排出事業者や処理業者への指導、 不適正処理の未然防止・早期発見に係る対応を実施

０廃棄物最終処分場の適正管理等9,１２６,６５９千円0x
・大阪湾圈域広域処理場整備事業9,フェニックス事業0xの促進、堺第７,0３区9,産業廃棄物最終処分
場0xの適正な維持管理を実施

１８ 

０天然記念物イタセンパラの保護増殖及びこれを利用 した
普及啓発事業9,４６ｇ干円0x※地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所で実施

・淀川での繁殖状況の確認、 外来種の生態や駆除に関する調査研究等を実施
・保全市民ネットワークの活動支援、府民観察会・出前講座等による普及啓発を実施

０生物多様性保全のための普及렴発推進支援 9,２,２００ 千円0x
府内拠点施設と連携した普及啓発と、「生物多様性ホットスポット」の啓発リーフレットの作成

ｌx9:

０「みどりの風を感じる大都市。大阪」の推進9,５４,５００干円0x
・「みどりの風促進区域」において、 企業や府民と連携した沿線民有地の緑化の推進等実施
・接道部への緑化誘導、 民有地の良質な緑陰空間の創出による、 みどりを実感できる取組を実施

０府内産木材の利用促進による森林環境の保全。再生 9,７５,３００干円0x
・保育園や幼稚園の子育て施設の内装の木質化を支援し、 木材利用を促進すると
ともに木質化の効果をＰＲ 

「なにわエコ良品
ネクスト」マーク

イタセンパラ

良質な線陰空間のイメージ

◎子ども施設地域共生応援事業9,１１,５８１千円0x【新規】※平成２７補正「地域少子化対策重点推進交付金」9,内閣府0x交付申請予定
・保育0x教育施設に関する騒音苦情を未然に防止し、 施設と地域との共生を実現するため、 各地の先進事例、 配慮事項、

騒音対策メニュー等をとりまとめた手引書を作成するとともに、パンフレット作成やシンポジウム等による広報啓発を実施

良好な大気環境を確保するために 81 

環境農林水産総務課
※大阪府環境基本条例第９条第２項に基づく府議会への報告事項
※来年度予算額は、 ２０１６年度当初予算要求の財務部長内示時点

０流入車対策の推進9,３５,４４１千円0x
・規制適合車等へのステッカー交付及び立入検査・指導、違反者への命令及び氏名等の公表を実施
効果的かつ効率的な規制手法の検討を実施

０微小粒子状物質9,ＰＭ２3,５0xの現状把握と的確な注意ｌ澳起の実施
9,１２,００７干円0x ※地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所で一部実施

・連続測定を実施するとともに、 防災情報メール等により速やかに注意喚起情報を発信
・成分分析等による発生源寄与の解析や広域移流の状況の調査研究を実施

０アスペスト飛散防止対策の推進及び
石綿健康被害救済促進事業9,４５,５１３干円0x※分析は地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所で実施
解体現場等への立入検査を実施

・石綿健康被害救済基金に拠出

良好な水環境を確保するために 81 

流入車規制の適合検査

ＰＭ２3,５自動測定機

０大阪湾の再生に係る関係機関との連携 9,１,４８０千円0x
・「大阪湾再生行動計画」に基づく、総量規制や生活排水対策、水質一斉調査などの推進
・環境審議会からの答申9,平成２８年度0xを踏まえた瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画の策定及び施策の推進

０生活排水対策の推進9,２４５千円0x
・「市町村生活排水処理計画」の見直し等の際の市町村への技術的支援
・生活排水対策推進月間9,２月0xを中心にイベント・街頭啓発等を実施 ｌ,量ト

⊠ スク低減対策の推進9,一干円0x富81富
・大規模災害に備えた環境リスクの低減対策等、事業者の白主管理強化を推進 81ｉ重 一電

０土壊。地下水汚染対策の推進9,４９６干円0x
・法・条例に基づき土地所有者等に対し土壤汚染状況調査や汚染の除去等の措置を指導
事業者等に対し地下水汚染対策が適切に実施されるよう指導

イベントでの
生活排水対策の啓発

府民の健康と生活環境を守る81

x9x9一ーーーーーーーーーーーーーー一81,0aE81一ーーーーーー一、、 x9x9,0一ーーーーーーーーーーーーー一、、「大気。水質。土壊の環境監視」 １ 3,x9 「緊急時の現場対応」 , 

府域の各測定点で政令市と連携して常時監視を行い、 環境の現
状を把握するとともに、 緊急時には即時に情報発信を行います。 
また、蓄積された膨大なデータは、施策の効果把握や新たな施策
を展開するための基礎データとして活用しています。

» 大気汚染81一般環境大気測定局６９局、自動車排出ガス測定局３６局の合計
１０５局 9,うちＰＭ２3,５監視５６局0x

»公共用水域等81河川水質１３９地点、海域水質２２地点、地下水概況調査７８
地点他 ※地点数は予定

» 士壊9,ダイオキシン類0x81２７地点 ※地点数は予定
» その他81大気・水質中のダイオキシン類や有害物質についても監視

、ーーーーー一8181,0818181818181818181818181818181一ーーーーーーーーーーーーーー一１

異常水質 9,河川等への油流出や魚
のへい死など0x時や、大気汚染・化
学物質に係る事故時等には、 市町村
等関係機関と連携し、現地調査・事
業所への立入検査等を行い、 事態の
収束・問題解決のための対応を実施
しています。 

» 大阪府域異常水質発生件数
9,平成２６年度0x81６５件、818181一ーーーーーーーーーーーーーーーーーー一

◎環境交流パートナーシップ事業9,３,０００千円0x 【新規】
・環境ＮＰ０等の活動の活発化や新たな活動の展開に向けた府内全域における交流機会の創出を図るため、環境ＮＰ０や

企業等、様々な主体が参加するセミナーや、人材育成講座などを実施

０クラウドファンディングを活用した環境取組の推進9,一干円0x
・環境活動や普及啓発イベントの実施に取組む企業・ＮＰ０ 等の資金調達・活動ＰＲ等の活動支援や、府民が環境活動に
参加できる仕組みを広げるため、 環境分野でのクラウドファンディングの普及啓発を実施

２３ 



0x府域の環境はおおむね安定的に推移しているが、 大気における微小粒子状物質など さらなる改書が必襲な項目もある0x 

環境農林水産総務課

０二酸化窒素の年間９８0x値が環境保全目標の上限値０3,０６ｐｐｍを概ね下回るレベルに達し、 年平
均濃度も緩やかな改善傾向で推移している。 ＰＭ２3,５は環境保全目標の達成率は低いが、年平均
濃度は緩やかな改善傾向で推移している。
819,ｐｐｍ0x 9,,ｇ0xm0x 81

Ｕ3,ＵＯＵ 

０3,０４０ 

０3,０３０ 

０3,０２０ 

cａlc 

０3,０００ 
２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２、２０１３ ２０１４9,年度0x 

【二酸化窒素の年平均濃度の推移】

０河川の水質は、 概ね改善傾向にあり、
２０１４年度にお9,ーナるＢＯＤの環境保全
目標達成率は９０3,１0xである。
大阪湾のＣＯＤ9,全層平均の値0xは長期
的には横ばいで、依然として、環境保全
目標末達成の地点がある。 

０道路0x、台、道における騒音に係る環境保全
目標の達成率は改善傾向にあり、 ２０１４ 
年度は昼。夜間ともに基準値以下の住居
等の割合は９４3,２0xである。
※達成状況は、口道に立地する住居等のうち、騒音レ
ベルが基準値以下の住居等の割合を推計

１８０ 

１６０ 

１４０ 

１２０ 

に ,。。 
量

・ ＢO

６０ 

４０ 

２０ 

０ 

２００７111度9,６１２千戸0x

２００８年度9,６５４千戸0x 

2００９年度(6⊠３手戸0x 

２０１０年度ｌ８１５千戸0x

２０１１年度ｌ的８千戸１ 

２０１２年度9,“８千戸0x

２０x9３年度9,８n千戸0x 

２０x9４年度9,８８８千戸0x 

０ダイオキシン類の排出量は、 近年横ばいで推
移している。

０府域におけるＰＲＴＲ法対象の第１種指定化学
物質の排出量は着実に減少している。 

１ｇｇ７２０００ ２００２２Ｍ ２００５ ２10x０６２ｌＸ１７２００Ｂ ２００９２０１０２０１１２０１２２０１３２０１４1年度0x

【ダイオキシン類排出量の推移】

３５3,０ 

３０3,０ 

２５3,０ 

２０3,０ 

１５3,０ 

１０3,０

５3,０ 

０3,０ 

１００

８０ 

６０ 

４０ 

２０

０ 

２００５２００６２００７２００８２００９２０１０２０１１２０１２２０１３２０１１年度0x

【ＰＭ２3,５の年平均濃度の推移】

２００５２００６２００７２００８２００９２０１０２０１１２０１２２０１３２０１４9,年度0x 

【河川のＢＯＤの環境保全目標達成率の推移】

０x9 ２５0x ５０0x ７５0x １０的６ 

口１금、・夜間とも基準値以下 口昼間のみ基準値以下 目在１間のみ基準値以下 B昼・複間とも基準1随過

【道路に面する地域における環境騒音に
係る環境保全目標達成率の推移】

２００３２Ｃａ４２００５２0Ｃ６２Ｃ０７２００８２Ｃ的２０１０２Ｃｉx9２０１２２０1３1年度ｌ 

【化学物質排出把握管理促進法対象物質の排出量の推移】
※環境省調べ
※２０１０年度より届出対象物質数が３５４から４６２に変更された

地球温暖化・ヒートアイランド関係

０温室効果ガスの排出量については、 ２０１３年度は、
基準年度9,２００５年度0xと比べ４3,６0x増加している。 

9,万ｔ,0ＣO２0x 
６０００ 

５,５００ 

５3,０００ 

４,５００ 

４０００ 

０年平均気温は、 全国の年平均気温を上回る状況で
推移している。 

１８ 

１７ 

６
 

５
 

４

9
,

〇
。
0
x
 

照
額 １３ 

１２ 
１９００１９１０１９２０１９３０１９４０１９５０１９６０１９７０１９８０１９９０２０００２０１０

9,年0x
【年平均気温の推移】

※５年移動平均による数値

廃棄物の減量化・リサイクル関係
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２７８ ２６０ ２５４ ２５５ ２５２ ２４３ ２３５ 

【一般廃棄物の排出量等の推移】

０太陽光発電設備の導入状況については、 ２０１４
年度は６４3,５フコｋwであり、２０１３年度の４６3,４ 
万ｋwと比較し、 ３９3,０0x増加している。
9,万ｋw0x 

７０ 

６０ 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０

０ 

６４3,５          

  

,７3,ｇ Ｅ  
１１３ １４・３ 

,・ ８3,３ 81 園  

２０１３9,年度0x ２００３２００４２００５２００６２００７２００８２００９２０１０２０１１２０１２２０１３２０１４9,年度0x

【太陽光発電導入量の推移】

無
Ilｌ 

０大阪の熱帯夜数については、２０００年9,基準年0xと比べ
２０１３年では８日減少しているものの、長期的には依
然多い状況である。 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０

０ 
１９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０ 

x9出典81１９６８年から２０１５年の各管区気象台データより作成0x 年 9,５年移動平均0x

【熱帯夜数の推移】
※熟帯夜81夜間の最低気温が２５℃以上のこと
※５年移動平均による数値

０府内における２０１４年度の１人１日当たりのごみ排出
量は９８３ｇ0x人。日となっており、２００８年度と比べ
１６0x減少している。 
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コ再資源化量9,府内0x 減量化量9,府内0x
國最終処分量9,府内0x 國１人１日当たりの排出量9,府内0x 
,0⊠１人１日当たりの排出量9,全国0x 9,全国の２０１４年度実績は集計中0x 
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０産業廃棄物については、 ２０１ ４年度の最終処分量
は３８万トンであり、２０１０年度と比べ１９0x減
少している。 
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【産業廃棄物の最終処分量等の推移】
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「おおさか工ネルキー地産地消推進プラン」、 「大阪府地球温
暖化対策実行計画」等に基づき、 広域自治体として取組み
可能な創工ネ。省工ネに係る様々な事業を実施し、低炭素で
環境にやさしい新たな工ネルキー社会を目指す。 

０２０２０年度における目標値と進捗状況
２０２０年度までの目標値    ２０:ｌ４年度末 

選成状況  違成率 

供 
給 
カ  

十９０万ｋw  十３８3,０万ｋw  ４２,２0x 9,約１１５万ｋw0x  9,６４3,５万ｋw0x  

十３０万ｋw  十６3,１万ｋw  ２０3,３0x の 
增 
加  

9,コージェネレーション等0x  9,約８３万ｋw0x  9,５９3,５万ｋw0x  

,0５万ｋw  十０3,７万ｋw  １４3,０0x 
9,約２８;F5ｋＷ0x  9,２３,５万ｋw0x  

ガス冷暖房等  ,0２０万ｋw  一１０3,１万ｋw  ５０,０0x 

一５万ｋw  ,0２3,０万ｋw  ４０3,０0x 

合計   十１５０万ｋw  十５６3,９万ｋw  ３７。９0x 

※太陽光発電は、2０15年9月末時点で、十4４3,9万ｋw9,達成率４93,90x0x 

０温室効果ガスの排出を抑制する様々な「緩和策」に取り組み、
２０２０年度までに温室効果ガス排出量を２００５年度比で ７0x削減。 
⇒今後示される予定の国の温暖化計画に合わせ、２０３０年度までの
目標値を含め、２８年度中に本計画を改定予定。 

０新たに、顕在化しつつある、温Ｅ暖化による気候変動に対処するため、
府域における「適応策」をとりまとめ81x9x9i>詳細別紙

０２０２５年度までに、 地球温暖化の影響を除外した熱帯夜日数
を２０００年より３割減らす。
⇒２０００年81３７日、２０１１年81３２日、２０２５年81２６日9,３割減0x 

０建物の蓄熱の低減に資する太腸光パネルや高日反射率塗装等
の普及促進に加え、都市部の民有地の空きスペースなどに新たにクー
ルスポットを創出すること等により、屋外空間における夏の昼間の暑熱
環境を改善する。 

ｌ 金書3,真 ｌl、平建８年度、当 ｔｉ 予算言ｉ 予 定最,買 １ 
819,財務部長内不3,額4, 81 
ｌ81,0,0,081,0,0,0,0,0一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一ｌ 

◆ク。ルスポットモテル拠点維進事業

府域におけるクールスポットの増加を目指し、民有地
の空きスペース9,公開空地等0xを対象に、モデルとなる
先進的なクールスポットを公募し、緑化や遮熱塗装、ミ
スト発生器等、その設備設置費の１0x２9,上限４００万
円0xを補助。 【８ｆ０００千円】

☆クールスポットイメージ

◆下水熱普及促進のための調査事業

府域に目武存量が多い9,全国第２位0x下水熱利用
を促進するため、 府内流域下水幹線の熱利用ポテン
シャルマップを作成。

【５″７２４千円】

☆下水熱利用イメージ

◆地域環境活動を広げる府民共同発電補助事業 【２,０００千円】

府民等からの寄付を募り学校や保育園等の公益的施設に太陽光八x9ネルを設置し、 その施設と連携した環境教育活
力等を実施するＮＰ０等に対し、設置費用の１0x２9,上限１００万円0xを補助。 

工ネルキー政素課 平成２８ 81生１31 ２月

◆環境交流パートナａシップ°事業【３,０００千円】

環境Ｎ ＰO等の活動の活発化等を目的に、 各種交流セミナーや人材育成講座等の様々な交流の機会を提供。 

◆おおさかスマートエネルキーセンターの運営

※上記４事業は、環境保全基金を活用して実施

【５,６６０干円9,府市それそれ１0x２0x】
工ネルキー施策。事業の推進拠点として、 引き続き工ネルキーの地産地消に向けた様々な事業を公民で展開。 

Ｂ Ｅ Ｍ Ｓ普及啓発事業

中小事業者に工ネルギーマネンメントシステムの認知度や普及の向上を目的に、新たにロゴを活用したポスターや工ネルギーマネンメントシステム導入
事例集を作成し、おおさか版ＢＥＭＳ事業者とのマッチングを図る。２８年度は、省工ネ効果が大きい病院・福祉業界などへの導入啓発を実施。 

※創工ネ・省工ネの相談・アドバイスや、一定の基準を満たした優良な太陽光八ネル販売事業者等を登録・公表・紹介する事業、公
共施設等における各種マッチング事業等も、 引き続き実施。 

O創工ネ設備及び省工ネ機器設置等に係る初期費用軽減のための融資事業 【５９５,０００千円,0債務負担１０１,５００千円】

金融機関との連携により、太陽光パネル等の設置に必要となる資金について、低利で融資を行う。  
０融資限度額81３００万円０金利81１0x０融資期間81最長１０年０予定件数81１２０件  

１◆温暖化防止条例に基づく事業者指導事業 【１ｇ５千円ｌ  

工ネルキー消費量が多い、 いわゆる特定事業者に対する「対策指導」と「立ち入り調査」を実施。  
※ ２８年度からは、事業者の省工ネ・省ＣO２の取組みをさらに促進するため、設備の管理・運用や省工ネ  機器の導入などの 

実施率や温室効果ガスの削減量を総合的に評価する制度を新たに導入し、 優良な取組み事業者をｔ  ｉ Ｐで公表。 
２５ 



背景と課題

O地球温暖化の進行に伴い、 気温の上昇や大雨の
頻度の増加等といった気候変動の影響で、 高温による
農作物の品質低下等が、近年、府域においても顕在
化。

０このため、 温室効果ガスの排出抑制等を行う「緩和
策」だけでなく、 既に現れている影響や中長期 的に避

しても着実に進めることが」必要。81

ＣＯＰ２１十国の状況

coＯＰ２１
ー、0x・２7年１２月に採択されたパリ協定において、適応の
長期目標の設定及び各国の適応計画プロセスと行
動の実施を位置づけ。

０国の「気候変動の影響への適応計画」
ー⊠２７年１１月に閣議決定。今後おおむね１０年間にお
ける我が国の気候変動の影響への適応に関する基
本戦略及び実施する各分野における施策の方向性
が示された。 

府域における適応策のとりまとめ

０策定された国の適応計画を踏まえ、大阪府
の地域特性に応じた適応策のとりまとめに向け、
まずは、 環境農林水産分野に関し『大販府域
における気候変動の影響に対する適１応策につ
いて」をとりまとめた。 

基本的な方針

経済、自然環境等への被害を最小化あるいは回避し、迅速

◆気温 言 ２１世紀末で年平均約２3,８°Ｃの上昇。 

◆降水 � 大雨9,日降水量１００mｍ以上0xの年間日数が

２倍以上9,ｏ,４日⇒１3,0１日0xに増加。 

１８３０１８的 190０１９１０１９２０１９1０１94０１95０１９６０ １９７０１９８０1９９０2０００２０１０ 

◆圓指すべき社金の姿

気候変動の影響による府民の生命、財産及び生活、
に回復できる、安全。安心で持続可能な社会を構築することを目指す。 

◆対象期間と基本的な進め方

当面の１０年間に必要な取組みをとりまとめ。 
総合的かつ計画的に適応策を推進するために、大阪府のみならず、府民、事業者、国、市町村等の関係者と連携

するとともに、今後の国の動向等を踏まえ、概ね５年程度を目途に、気候変動の影響評価を実施し、必要に応じて
「適応策」を見直し。 

府域の気候変動予測

環境農林水産分野の一覧
9,１0x農業。森林81①水稲②果樹③野菜。花き④畜産⑤病害虫。動物感染症⑥鳥獣害

⑦農業生産基盤⑧山地災害、治山。林道施設

9,２0x漁業 9,３0x水環境9,河川水量は除く0x 9,４0x自然生態系

主な分野別の影響及び取組み

分野  現状十将来予測  適応策  

水稲  ,一等米比率の低下  ・有望品種の選定試験の実施  
・高温による不稔粒や充実不足粒の増加  ・高温障害回避技術の検討  

果樹  ・9,ぶどう0x着色不良が発生 
・9,みかん0x浮皮症が発生  

・ 9,ぶどう0x換気の徹底や着色改善のための技術の開発・普及 
・9,みかん0x適切な栽培技術の実施と低減効果技術等の検討  

畜産  ・乳用牛の乳量・乳成分等の低下、採 
卵鶏の産卵率の低下等  

・畜솜内の散水・散霧や換気、屋根散水等の暑熟対策の普及に 
よる適切な畜솜環境の確保  

鳥獣害  ・シ力・イノシシ等の野生鳥獣の増加 
9,気候変動との因果関係は未確認0x  

・野生鳥獣の生息状況等の情報把握 
・捕獲の強化や防護柵設置等、農林業被害防災対策を実施  

農業生産基盤  ・局地的な短時間強雨によるため池の 
被害発生のリスク増加  

・「ため池防災・減災アクションプラン」の推進 
,ため池治水活用の推進  

森林  ・短時間強雨の増加によって、集落等  ・治山・林道施設の適切な整備や維持管理等の実施  
に影響する土砂災害の危険性が増加  ・山地災害が発生する危険性が高い地区に係る情報の提供  

漁業  ・寒冷性魚種の減少  ・環境モニタリングやテ、ータ解析、及び水産資源の将来予測 
・新奇有毒プランクトンに関する調査,研究   ・新奇有害プランクトンの出現頻度の増加  
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循環型社会推進室

０ 大阪府では、廃棄物の減量と適正な処理に加え、 めざすべき循環型社会の将来像に向けた取組みを
進めるため、 平成２３年度に大阪府循環型社会推進計画を策定

【概ね２０５０年の将来像】
資源の循環的な利用が自律的に進む社会が構築され、廃棄物の排出量が最小限に抑えられてい

る。また、生じた廃棄物はほぼ全量が再生原料として使用され、製品として購入されることによって循
環し、最終処分量も最小限となっている。 

０これまでの取組み状況を踏まえ、現在、平成２８年度を始期とした次期循環型社会推進計画の策定に
向け、 環境審議会に専門部会を設置し、 学識経験者等から計画策定に際し、 意見を求めている。 

現計画における目標達成状況
9,単位81万トン0x年

一般廃棄物     産業廃棄物    

ＨI７実績  Ｈ２２実績  Ｈ２６実績  Ｈ２７目標  ＨI７実績  Ｈ２２実績  Ｈ２６実績  Ｈ２７目標 
排出量  ４２８  ３４６  ３１８  ２８２  
9,生活系0x  ２３９  ２００  １８９  １８３  １,７２８  １,４５０  １,５１８  １,５６５ 
9,事業系0x  １８９  １４６  １２９  ９９  
再生利用量  ４５  ４２  ４４  ６２  ５４５  ４５７  ４８２  ５５１ 
再生利用率  １０3,５0x  １２3,２0x  １３3,８0x  ２２0x  ３１3,５0x  ３１3,５0x  ３１3,８0x  ３５0x 
最終処分量  ７０  ５０  ３９  ３５  ６７  ４７  ３８  ４９ 

x9一般廃棄物4,
。 排出量は削減が進んでいるが目標は未達成。家庭から排出される生活系排出量は概ね目標と同程度と

なる見込み
・ 最終処分量は削減が進んでいる。概ね目標と同程度となる見込み
。 再生利用量は横ばい。また、再生利用率は平成２２年度実績より上昇したものの、目標を下回る見込み
x9産業廃棄物4,

排出量、最終処分量は目標を達成
・ 再生利用量は平成２２年度実績より増加したものの、再生利用率は横ばいであり、 目標を下回る見込み

現状と課題

０一般廃棄物について、１人１日当たり排出量、再生利用率はワースト１を脱却したが、最終処分量は
依然ワースト１である。 3, 

１人１日当たりの排出量   再生利用率   最終処分量9,年間総量0x  
Ｈ２２実績  Ｈ２５実績  Ｈ２２実績  Ｈ２５実績  Ｈ２２実績  Ｈ２５実績 

大阪府  １,０９０９  １,０１８ｇ  １２3,２0x  １３3,２0x  ４９3,８万トン ４２3,３万トン
9,４７位0x  9,４０位0x  9,４７位0x  9,４６位0x  9,４７位0x  9,４７位0x 

全国平均 ,0  ９７６ｇ  ９５８ｇ  ２０3,８0x  ２０3,６0x  

０ 産業廃棄物について、 最終処分量の削減は進んでいるが、 再生利用率は横ばいとなっている。
０ 現行の目標だけでは、府民・事業者・市町村の取組みの成果が十分に表せていない。

一般廃棄物81生活系と事業系の合計の排出量となっている等
産業廃棄物,0府域の排出量の約７割が水分を多く含む汚泥であり、 他の廃棄物の再生利用量が

增加しても再生利用率が上がりにくい構造となっている。
０東日本大震災の教訓を踏まえた大規模災害への備えが必要である。 

これまでの部会での検討状況等

◎新たな指標9,案0x
x9一般廃棄物4,

現行計画の目標である「１人１日当たりの排出量」9,平成２５年度実績0xでは全国４０位と
なっているが、新たな指標である「１人１日当たりの生活系排出量」は全国２位となり、府民
の取組みが進んでいることが分かる。

» １人１日当たりの生活系排出量81排出量から事業系排出量を除いたもの9,全国２位0x
» 生活系分別排出率81生活系排出量9,粗大ごみ等を除く0xに占める生活系資源ごみ等

の割合9,全国２１位0x
0x» 主に行政により分別収集が行われている品目9,プラスチック製容器包装、へ°ットホ゛ドル等0x、の

再生利用率9,全国２５位0x
» 最終処分率81排出量に占める最終処分量の割合9,全国４０位0x

x9産業廃棄物4,
現行計画の自標である「再生利用率」9,平成２６年度実績0xは約３２0xとなっているが、新

たな指標である「排出量から減量化量9,主に水分の量0xを除いた再生利用率」は約９３0xと
なり、 再生利用の取組みが進んでいることが分かる。

» 排出量から減量化量を除いた再生利用率9,最終処分率0x 81９３0x9,７0x0x 

検討の経緯

◆部会での主な意見等
 現行の目標である排出量、再生利用率、最終処分量だけでなく、新たな指標により各主体が取組みの成果

を実感できるようにすべき。また、各主体の取組み状況の推移を確認するだけでなく、その取組みを促進する
ため、 新たな指標を活用すべき。

。 災害廃棄物の処理に当たっては、体制の整備だけでなく、人材の育成が重要である。 

◆次期計画での新たな視点
・ 府民等が取組みの成果を実感できるようにするとともに、取組み状況の推移を確認するため、新たな指標を

設定する。また、新たな指標によって得られたデータを、府民等に情報提供し、その取組みを促進する。 

。 大規模災害発生時においては、国、都道府県、市町村、民間事業者が一丸となって取り組む必要があり、発

災前から情報共有を図るなど、さらに連携体制の充実を図る。 ,0 

循環型社会推進計画部会の検討の経過
◆大阪府環境審議会

平成２７年６月１８日
・計画の策定について諮問

9,計画期間 平成２８年度から平成３２年度0x
・循環型社会推進計画部会の設置

◆循環型社会推進計画部会
第１回平成２７年 ８月１０日
第２回平成２７年 ９月１８日
第３回平成２７年１１月１８日
第４回平成２７年１２月２５日9,報告素案を議論0x 
第５回平成２８年 １月２６日9,報告案を議論0x 

◆今後の予定

0x環境審議会循環型社会推進計画部会 委員名簿〕9,五十音順0x 

氏 名  職名9,専門分野0x 
浅利美鈴  京都大学環境科学センター助教9,廃棄物0x 
尾崎博明  大阪産業大学工学部教授9,環境工学0x 
貫上佳則  大阪市立大学大学院工学研究科教授9,環境工学0x 
中浜多美江  ＮＰ０法人関西消費者連合会副理事長9,消費者問題0x 
新澤秀則  兵庫県立大学経済学部教授9,環境経済学0x 
福岡雅子  大阪工業大学工学部准教授9,廃棄物0x 【部会長代理】 
藤田 香  近畿大学総合社会学部教授9,環境経済学0x 

水野 稔  大阪大学名誉教授9,エネルギー工学0x 【部会長】 

平成２８年３月の環境審議会において部会報告を行い、答申9,予定0x
答申を受け計画案を作成し、パブリックコメントを実施した後、平成２８年度早期に計画を取りまとめる予定 ２７ 



０中期目標において「事蒙着。行政。地域社金に対して存在感のある研完所」を今後の目精すべき方向性とし、 以下の視点で取り組むことを記識
。視点１ 環境分野と農林水産分野が融合した総合研究機関としての特長を活かすとともに、 長期的展望に立った先駆的な技術開発を進める。
。視点２ 製品化。商品化を意識した質の高い技術支援とこの成果のよりａ層の普及。拡大を通じて、 農林水産業や食品産業の事業者から頼られる存在を目指す。 
。視点３ 環境分野及び農林水産分野に関する行政課題への対応力を強化するとともに、 将来起こりうる緊急時などへの対応に備える。
。視点４ 技術支援や広報活動により地域社会への貢献を強化し、 府民に身近な研究所を目指す。 

☆視点１の主な取組
部の重要施策を実現するため、 戦略研究課題・重点研究課題を明確化し、 調査研究を実施する。

１ 戦略研究課題81研究所の強みを生かした分野横断的な調査研究
府域の地球温暖化対策9,緩和策、 適応策0x に関する調査研究、
ブドウ新品種や高級魚アコウのブランド化推進、 大阪産9,もん0x等の商品開発や改良

２ 重点研究課題81緊急性が高い、あるいは実用化・事業化が求められている調査研究
ＰＭ２3,５の発生源解析、 安全な農産物生産のための総合的作物管理技術の開発、3,
大阪湾の栄養塩適正管理に関する調査研究

３ 挑戦研究課題81先導的な役割を担い、将来的に必要と思われる調査研究
新たな環境汚染に関する調査研究、循環型社会形成推進に関する調査研究、
特色ある大阪産9,もん0x農水産物創生に関する調査研究

４ 基盤調査研究課題81公設試験研究機関として継続して取組む必要のある調査研究
化学物質等環境汚染物質、安全。安心な農水産物の供給、大阪湾等水産資源の増殖。管理、
都市緑化。森林環境保全、生物多様性保全及び鳥獣被害モニタリングと対策など

☆視点２の主な取組
農林水産業者、 食品産業者民間企業等の事業者に対して支援する。

０事業者から頼られていることの指標であり外部収入源でもある受託研究。共同研究を強化するた
め、 セミナー・講習会等による技術支援情報のＰＲを積極的に行う。

０事業者のニーズを踏まえて機器を整備し、 機器開放などに取り組むとともに、 内外の事業者への
ＰＲを積極的に行う。

０製品化・商品化やＰＲに係る支援、セミナー。講習会等の実施、ホームページ等による情報発信を
積極的に行う。 

第２期中期計画9,案0xの構成
第１ 府民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

１技術支援の実施及び知見の提供
9,１0x事業者に対する支援 〔視点２〕
9,２0x行政課題への対応〔視点３〕
9,３0x地域社会への貢献〔視点４〕

２調査研究の効果的な推進と調査研究能力の向上〔視点１〕
9,１0x技術ニーズの把握とシースの集積
9,２0x質の高い調査研究の実施

①調査研究の推進 
②調査研究資金の確保
③調査研究の評価

9,３0x連携による業務の質の向上
①多様な情報の収集と評価
②他の研究機関との協働

9,４0x調査研究成果の利活用
①調査研究成果の普及
②知的財産権の取得・活用

環境農林水産総務課

☆視点３の主な取組 3, 
「環境の保全・創造」や「安全で豊かな食や地域特性に応じた農林水産業の振興・活性化」に
係る府の課題解決や施策の推進に必要な支援を行う。

０府の施策と連携し、行政からの調査研究をより効果的に実施できるよう、府と研究所で構成する試
験研究推進会議の機能を強化する。

０マニュアルの見直しや新たな機器の整備により、 緊急時への対応を強化する。 9,災害時及び事故
時等における状況調査。環境分析、病害虫等の緊急診断、 魚病診断、 貝毒プランクトンの分析等0x 

０予見的な備えとしての取組を強化する。
。人の健康や生活環境に影響を及ぼすおそれのある事象9,物質0x等に係る予見的な調査研究
。農林水産業に影響を及ぼす可能性のある新病害虫の情報収集

０農業人材の育成の観点から、農業大学校の運営において、「農の成長産業化を支える農業生産
者や農業技術者等を育成する。」を明記。 

★視点４の主な取組
地域の環境や生物多様性の保全活動、 農林水産業を活用した地域活動等に取り組む市民団体
や企業等を支援する。

０研究所が集積した専門的な知識や知見を基に、 地域活動を支援する取組を進める。
０勉強会・イベントへの講師派遣、 学校等からの依頼による研修等受け入れを積極的に行う。
０研究所の業務と成果を発信するため、 イベント。セミナー等の開催、 展示会等への出展を積極的に

行 う。 3,
０ホームページや報道機関を通じた情報発信も積極的に行う。 また、 学会誌等に掲載された研究所

の論文等も、 ホームページに概要を掲載するなど府民にわかりやすい発信に努める。 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
１業務運営の改善
２組織運営の改善

9,１0x優秀な人材の確保
9,２0x人材の育成
9,３0x効果的な人員配置

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置
経費の執行状況を絶えず点検。 研修などにより職員のコスト意識を醸成し、 経費を効率的に執行。
外部研究資金の獲得の取組強化などにより白己収入の確保を図る。

第４ 予算9,人件費の見積りを含む0x、収支計画及び資金計画
第５短期借入金の限度額 ,
第６出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、

当該財産の処分に関する計画
第７ 重要な財産を議渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画
第８剰余金の使途

決算において発生した剰余金のうち、経営努力によるものは、調査研究体制の強化、施設・設備の改善、
その他研究所が必要と認める調査研究に要する経費に充当。

第９ その他業務運営に関する事項
第１0大阪府地方独立行政法人法施行細則第４条で定める事項 ２８ 


